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(1)労働党政 権(1997年～)下 の政府 とボラン タ リー組 織 との関係性 の変化
1997年に登 場 した労 働 党政 権(NewLabour)は,公 共 サ ー ビスの 質の 向上 を目的 とす る
「地 方政府 の現代化 」(ModemizationofLocalGovernment)(DepartmentoftheEnvironment,
TransportandtheRegions1998;MinisterfortheCabinetOffice1999)や,幅広いス テイ クホ ル
ダー との 「パ ー トナー シ ップ」の理念 な どをか かげ,様 々 な公 共セ ク ター改革 に着 手 して きた。
「社 会的排 除」(socialexclusion)などの社 会 問題 の解決 にお いて も,政 府 セ ク ターのみ な らず,
民 間営利 ・非営利 セ ク ター とのパ ー トナー シ ップが 重視 されてい る。
民営 化 ・市場 化 を強 力 に推進 した前保守 党政権 下にお いて も,政 府 は公共 サー ビスの質の向
上 を軽視 していた わけでは な く,ま た,民 間営利 セ ク ター(privatesector)同様,公 共 サー ビ
スの供給 にお いて ボラ ンタリー組 織 との間の 「パ ー トナー シップ」 を活用 してい た。 しか しな
が ら,労 働 党政権 にお いて は,例 えば前政権 のValueforMoney(税の対価 と しての価 値あ る
サ ー ビス提供)を 背景 とす るコス ト偏 重 のCCT(compulsorycompetitivetendering)と呼ばれ
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る公共 サ ービスの 強制競 争入 札制 度(2000年1月 廃止)か ら,よ りサ ー ビス の質 を重視 す る
「ベ ス ト ・バ リュー」(BestValue)体制 への移行,さ らには 「コンパ ク ト」(Compact)とよば
れ る政府 とボ ラン タリー組 織 との関係性 の枠組み を確認 す る協 定文書 の策定 な ど,ボ ラ ンタ リ
ー組織 と政府 との関係 性 に一連 の変 化がみ られる。
こ う した変化 に は,政 策形 成 をめ ぐる両 政権の政治手 法の相違 が反映 して いる。労働党 政権
は,公 共 政策の供 給プ ロセスだ けでは な く,政 策立 案 の プロセスへの ボ ランタ リー組織 を含 む
ス テイ クホル ダーの参 加 を重視 す る政治手法 を特徴 と してい る。対 照的 に,契 約主義 的 な公 共
政 策 手法 を志 向す る保 守党 政権 下 にお いては,ボ ラン タリー組 織の参 加 は 「代 理人」(agent)
と してのサ ー ビス供給 役割へ の参加 に限定 される傾 向 にあったの である。
(2)「:コンパ ク ト」 とボラ ンタ リー組織
「コ ンパ ク ト」 と呼 ば れ るボ ラ ンタ リー組 織 と政府 との 間の協 定文 書 には,全 国 レベ ル の
「コ ンパ ク ト」 と 自治体 レベ ルでの 「ローカ ル ・コ ンパ ク ト」が あ る。前者 の コ ンパ ク トの構
想 そ の も の は1996年 の 保 守 党 政 権 時 代 の い わ ゆ る 「デ ィ ー キ ン委 員 会 レ ポ ー ト」
(lndependentCommissionontheFutureoftheVoluntarySectorir.England1996)に由来 す る
が,1998年11月に労働党 政権 とボ ラン タリー組織 との間 で合 意 をみ て,ま ず は全 国 レベ ルで
策定 され る。 その後,自 治体 レベ ルで もロー カル ・コ ンパ ク トが策定 されて い くが,現 在,イ
ン グ ラ ン ドの 自 治体 の 半 数 以 上 が コ ンパ ク トを す で に策 定 済 み か計 画 中 で あ る(Local
GovemmentAssociation2000)。
「コ ンパ ク ト」 とい う新 しい 試 み の前提 には,ボ ラ ンタ リー ・セ ク ター(voluntaryand
communitysector)を民 主社会 の不 可欠 の構成要素 とみ な し,政 府 とボ ラ ンタリー組織 が相互
に独 自の役 割 を有 しなが らも相 補 的 な関係 にあ るの だ とい う認識 が あ る。 「コ ンパ ク ト」 は,
政府 とボ ラン タリー ・セ ク ター との関係性 に関す る 「覚書 」(memorandum)であ り,法 的 な
拘 束 を伴 う文 書で はない。 それは政府 とボラ ンタリー組織 の関係性 に関す る一般的枠 組み を確
認 す る 「枠組 文書」(frameworkdocument)であ り,そ れ 自体 が両者 の関係性 の 「結論」 を示
す もの で はない。 「コ ンパ ク ト」 は両者の 関係 性の強化 を可能 とす る仕組 み とみ な され てお り,
ま さに協 議 のプ ロセス その もの が重視 されて いる点 に特徴が ある。
「コ ンパ ク ト」 の基礎 となる2つ の セ クター間の共有 原則 は,以 下の よ うに 「コ ンパ ク ト」
の なか に規定 され てい る。
1.ボ ラ ンタ リー活動(voluntaryaction)は,民主社 会の不可 欠の構成要 素で ある。
2.自 立 した多様 なボ ラン タ リーお よび コ ミュニ テ ィ ・セ ク ター が,社 会 の幸福 の基 礎 とな
る。
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3.公 共政策 や公 共サ ー ビスの 開発 ・提供 にお いて,政 府 とボラ ンタリー ・セ ク ターお よびコ
ミュニテ ィ ・セ ク ターは,明 確 に区別 され るが,相 補 的 な役 割(complementaryroles)
を有 している。
4.共 通 の 目標 ・目的 に向け たパ ー トナー シップの もとで両 者が働 くことで付 加価値 が もたら
される。両 者の有意義 な協議 を通 じて よ りよい関係 が築 かれ,政 策の策 定に改善 が もたら
され,サ ー ビスや プ ログラムの設計 や供 給 を向上 させ る ことが で きる。
5.政 府 とボラ ンタリーお よび コミュニテ ィ ・セク ター は,異 なるかた ちで のア カウ ンタビリ
テ ィを求め られ,異 な る範 囲のス テイ クホ ルダー に対 して責任 があ る。 しか し,両 者 に共
通 するの は,誠 実 さ,客 観性,ア カウ ンタビ リテ ィ,公 開性,正 直 さ,そ して リー ダー シ
ップが必要 とされ るこ とで ある。
6.ボ ラ ンタ リーお よび コミュニテ ィ組織 は,そ の 目的 を達成 す るため に,法 の範囲 内でキ ャ
ンペ ー ンをなす権利が与 え られてい る。
7.政 府 は,と りわけ,こ れ らの 団体 へ の資 金提供者 と しての重要 な役 割 を担 ってい る。資金
提 供 は,政 府 とボ ラ ンタリーお よび コ ミュニ テ ィ ・セ ク ターの 関係 にお いて重要 な要素 と
なってい る。
8.政 府 とボ ラン タリーお よび コ ミュニ テ ィ ・セ クターは,人 種,年 齢,障 害 の有無,性 別,
性 的志 向,宗 教 にかか わ りな く,す べ ての人 々へ の機会 の均 等 を促進 す る重 要性 を認 識 し
て いる。
以上 の原 則 か ら も明 らか なよ うに,「コ ンパ ク ト」 では,政 府 とボ ラ ンタ リー組織 は互 いに
自立 した対等 なパ ー トナ ーであ り,相補 的な関係 にあ るこ とが公式 に確 認 されてい る。一方で,
ボラ ンタ リー組織 に もス テイクホル ダー に対 して責任 を負 うこ とが求め られてい るのであ る。
(3)レデ ィング ・コンパ ク トの事例
レデ ィ ング ・バ ラ ・カウ ンシル(ReadingBoroughCouncil)も,イング ラン ドにお いて
「コ ンパ ク ト」 が 策定 され てい る 自治体 の ひ とつ で あ る。 「レデ ィ ング ・コ ンパ ク ト」(The
ReadingCompact)は2000年5月か ら施行 されてい るが,筆 者 は2001年9月にこの レディ ング
にお いて 自治体 職員 とボ ラ ンタ リー組織 の グループ に対す る聞 き取 り調査 を行 った。
レデ ィングは地理 的 には ロ ン ドンとオ ックス フ ォー ドの 中間 に位 置 する人 口約15万 人 の都
市 であ る。 イギ リスの 自治体 は大都 市(metropolitan)以外 の都市 は伝統 的 に,カ ウ ンテ ィと
デ ィス トリク トとい う二 層 制 を と って きたが,レ デ ィ ング は1998年4月 の 地方 自治体 再編
(LocalGovernmentReorganization)によっ て,一 層 制のsingle-tierunitaryauthority(UA)
となった 自治体 の ひとつであ る。UAに なった ことに よって,レ デ ィングは地方 自治体 と して,
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社会 サ ー ビスや教育,コ ミュニテ ィ ・サー ビスい った新 たな責 任 を引 き受 ける ことにな り,地
域 サ ー ビス を提 供 す るため にボ ラ ンタ リー組織 に割 り当て られ る補 助 金(funding)は200万
ポ ン ド(約4億 円)に 倍増 す る(Mitchell2000:3)。
筆 者 の イ ンタ ビューの なか で,レ デ ィング ・バ ラ ・カウ ンシルの 自治体職員 は,レ デ ィング
で策 定 され た 「レデ ィング ・コンパ ク ト」 の効果 に関連 して,合 意 や不 一致 の確 認 も含 め,協
議 の プ ロセ スに双方が参 加す る こと自体 に大 きな意味 があ るのであ り,決 して 「チ ープ ・ウエ
イ」(安 上が りの方 法)で ボ ラ ンタ リー組織 を利用 しよ うとは考 えてい ないこ とを強調 して い
た。 なお,レ デ ィングで は,「 コンパ ク ト」 の策定 や評価 の プロセ スにお いて,ボ ラ ンタリー
組織 側 と自治 体側 か ら選 出 される同数 の委員 で構成 され る 「コンパ ク ト運営 グル ープ」 が重 要
な役 割 を担 い,レ デ ィン グの400団体 をこ えるボ ラ ンタ リー組織 を代 表 して,ボ ラ ンタリー組
織 に対 す る支援 や補助金 の支給 方式,パ ー トナー シ ップ戦略 な どを含 む様 々な議 題が協議 され
てい る。
最 近,具 体 的 にボラ ンタ リー組 織側 と自治体側 との協 議 を通 じて改 善 された点 と して は補助
金 の 問題 があ る。 自治体 か らボ ラ ンタリー組織へ の資金 提供(funding)の方 法 と しては,主
と して中央政 府 から 自治体 に配 分 される補助金の再配 分 と,サ ービス委 託等 の 自治体 との契約
(Contract)を通 じた支払 い とい う方法 があ る。 レデ ィングの場 合,補 助 金 には2種 類 あ り,ひ
とつ は コア ・グラン トと呼 ばれる運営経 費補助(人 件 費,賃 料 な ど)を 目的 とす る もの,そ し
て,コ ミュニ テ ィ ・グラ ン トと呼 ば れる組織 の設 立や新規 事業 の開始 を支援す る1回 切 りの補
助 金(one-offgrant)であ る。協 議の対 象 となったの は前 者の 支給期 間(cycleofgrant)であ
り,以 前 は3年 サ イ クルで補助 金が支給 され る組織 もあ れば,1年 サ イクルの組織 もあ りとい
うこ とで不統 一 であ った。 しか し,ボ ランタ リー組織 の財政 の長期 安定 とい う点で は,3年 サ
イ クルへの統 一が望 ましい とい うボラ ンタ リー組織側 の要 求 を受 け入れ るかた ちで,現 在 は一
部例 外 を除 き,3年 サイ クルに統一す る方向 での改 善が な され ている。 しか し,前 述 のNCVO
の レポー ト(NationalCouncilforVoluntaryOrganizations2000)によれ ば,自 治体 の なか は
ボ ラ ンタリー組織 を都 合の よい政府 の 「代理 人」 とみ なす ところ もあ り,レ デ ィングの よ うな
自治体 が イギ リスにおい て多 数派 を占めてい るか どうか は不 明で ある。
筆 者 が レデ ィングの 自治体 とボ ラン タ リー組織 を調査 して強 く受 け た印象 は,様 々 な不 一
致 ・対 立 はあ る ものの,自 治 体 とボ ランタ リー組 織の双方 が,お 互 い を価値 あ るいは 目標 を共
有 し合 うパ ー トナー とみ な してい る点であ る。と りわ け レデ ィ ングの よ うに難民 の流入 に よっ
て多様 な人種 ・民族 が居 住す る地域(こ れ は イギ リス社 会の特徴 で もあ ろ うが)で は,ボ ラン
タ リー組織 が,社 会 的 に排 除 され がちな少数 民族 社会の利 害 を代表 し,社 会的 に統 合 してい く
重要 な役 割 を担 って いる(socialexclusionからsocialinclusionへ)。す な わち,ボ ランタ リー
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組織 は,多 様 な価値 の擁 護者 と しての役 割 を果 た してい る とい える。
(4)LSPとボ ランタ リー組織
「コンパ ク ト」が政府 とボラ ンタ リーセ クター との対等 なパ ー トナ ーシ ップを保証 す るため
の協 定 で あ るの に対 して,LSP,す な わち地 域別 戦略 的 パ ー トナ ー シ ップ(LocalStrategic
Partnership)は,民間企 業 セ クター を含 め た よ り包 括 的で,よ り戦略 的 なパ ー トナ ー シ ップ
で ある。現労働 党政権 は,発 足 以来 「地 方政府 の現代 化」路 線 に取 り組 んでい るが,こ れ は基
本 的に公共 のサー ビスの改善,特 に地域社 会 内での公共 サー ビス の改 善 を図 るものであ る。 こ
れ と関連 した動 き と して,ネ イバ ー フ ッ ド ・リニ ュ ー アル(近 隣 地域 再生:Neighborhood
Renewa1)とい う全 国的 な戦略 も始 ま るが,こ れ は 自治体 が最 も効 率 的 に仕 事 をす るための
LSPの導 入 を規定 して いる(SocialExclusionUnit2001)。
LSPは公共 セ クター,民 間セ クター,ボ ラ ンタリー ・コ ミュニ テ ィセ クターの3つ のセ クタ
ー を一 まとめ に した グルー プで あるが,ま ずLSPには,地 域 におけ るサ ー ビスの提 供 を開発 し,
そ れを統合 してい くこ とが期待 され ている。す なわ ち,政 府 は地域 レベ ルで,学 校 ・病院 ・警
察 の よ うな様 々 な公 共 サ ー ビス,そ して様 々 な機 関 が組織 の壁 を越 えて連携 し合 う(joinup
locally)ことで公 共政策 のパ フ ォーマ ンス を向上 させ よう としてい る。
LSPで最 も中心 となるの はコ ミュニテ ィ戦略 の策定 であ る。 コ ミュニテ ィ戦 略の なかで,ま
ず 自治体,そ して,コ ミュニ テ ィの なか の主要 なセ クターの ひとび とが最 もその解決 に努力 し
な ければ な らない地域 的課題 は何 であ るか を定め る ことにあ る。例 えば,ロ ン ドンの ウエス ト
ミンス ター ・バ ラ(区)の 場合,犯 罪 と失 業 と住 宅であ る とい う ように,問 題 を明確 に定め る
こ とに なる。 イ ング ラン ドにあ る386の地方 自治体 がLSPをつ く り,そ れぞ れが コ ミュニ ティ
戦略 を提 出す る こ とに なる。 これ は2001年か ら開始 され たばか りであ る。 このLSPの成 功 に
とって鍵 となるのは誰が 指導者 にな るの か とい うこ とで ある。 まず,最 初 の1年 目には 自治体
が全体 をま とめ る役割 を担 うこ とに なってい る。 ただ し,誰 で も指導 者 になる こ とが で き,自
治体 では な く,企 業 関係者 やボ ラ ンタ リー ・コ ミュニテ ィセク ターの代 表 がその議 長(chair)
になる例 もある。
LSPは法 定化 され た組織(statutorybody)ではな い。 ただ し,コ ミュ ニテ ィ戦 略の策 定 は
法律 で定め られてお り,そ れ はLSPが提 出す るこ とに なってい る。 自治体 がLSPをつ くること
は,法 律 的 に強 制で きる もので はないが,政 府(環 境 ・運輸 ・地域省)が 作成 したガイ ダ ンス
(DepartmentoftheEnvironment,TransportandtheRegions2001)などを通 じ,そ の設置 を強
力 に推 進 してい る。 なおLSPと は,内 閣府 社会 的排 除課の定義 に よれ ば,「多様 な計画 やサー
ビスが互 い に対 立 し合 うので はな くむ しろ支 えあってい くため に,民 間企業,ボ ラ ンタリー ・
コ ミュニ テ ィセ ク ターや公 的セ ク ター(publicsector)の様 々 な部 分が地 域 レベルで連携 す る
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単一の機関」である。
このLSPを支 える政府の補助金制度 として,副 首相府の近隣i地域再生課(Neighborhood
RenewalUnit)が管轄する近隣地域再生資金(NeighborhoodRenewalFund:NRF)がある。
これは88の最貧困地域のLSPを対象 に,そ の地域の公共サービスの改善に取 り組むための資
金 としてLSPを構成する地方 自治体やそのパー トナーである民間営利 ・非営利セクターに対 し
て提供 される。LSPがつ くられ,そ れをひとまとめに していくうえで必要な場合には資金の使
途 は問われない。ただ し,コ ミュニティ戦略 を策定する必要があ り,3つ のセクターをどのよ
うに参加させるのかについての戦略を示す ことが要件 となる。この最貧困地域のLSPは,それ
ぞれの地域のガバメント ・オフィス(政 府の出先機関)の サポー トを受けることになる。ガバ
メ ント・オフィスから最貧困という認定 を受けた】[SFの方では,NRFなどの補助金 を100万ポ
ン ド,200万ポン ドというように得 ることができるのである。
以上 のように政府がNPOを支援する背景 には,地 域の様 々な課題 を多様 な民間セクターと
の協働 によって解決してい くというパー トナーシップ戦略がある。
(5)政府の社会的排除対策 とパー トナーシップの活用
今 日のパー トナーシップを活用 した公共政策のなかで重要な位置を占めているのが,社 会的
排除(socialexclusion)対策である。
イギ リス政府 は1997年12月,官民 の専 門家 ・担 当者 か らなる社会 的排 除課(Social
Exclus董onUnit:SEU)を首相直属(内 閣府CabinetOf丘ce)として設置 し,18の政策検討チー
ムの手で複合 的で相互関連性 の強い社会的排除問題への対策 を公式に開始 した。SEU設置か
ら現在 まで,ホ ームレス対策,若 年未婚母子問題,青 少年の社会的不適応の改善,地 域再生等
の各領域に対応するため,分 野別の報告書および行動計画を策定 して きている。社会的排除対
策 は,予 算編成および財政支出にあたっての優先分野 とされている。SEUは2002年5月から
副首相府(OfficeoftheDeputyPrimeMinister:ODPM)管轄に移ったが,そ の取 り扱 う問題
は,複 数の省庁の所管 にまたがる性質の ものであって,首 相がその検討 を指示 した事項に限ら
れることになっている。
社会的排除(SocialExclusion)とは,SEUの定義による と 「失業,低 熟練,低 所得,劣 悪
な住宅,高 い犯罪発生率を生む環境,健 康状態の悪 さ,家庭崩壊 といった相互に関連する問題
が組み合わ さった状態にさらされている個人または地域に生 じうる問題に対する簡潔な表現」
(SocialExclusionUnit1997,1)である。「社会的排除」対策は,現 政権の最優先課題であるが,
その目的は 「全ての構成員に安全 と機会を保障する社会 を創造すること」 にある。社会的排除
戦略のもとで政府は,こ うした複合的要素からなる社会的排除の問題にこれまでとは異なる手
段 で対応するために様 々な施策に取 り組んでいる。例 えば,2001年1月に,「ネイバー フッ
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ド・リニューアル(近 隣地域再生)全 国戦略」(NationalStrategyforNeighborhoodRenewa:)
がブレア首相 によって開始 されてから,社 会的排除の解消 を含 む都市や農村の再生(urban
andruralregeneration)問題に対する政府の取組みは大 きく前進することになる。この戦略は
政府の社会的排除対策の一環であるが,社 会的排除の地域的側面に焦点をあて,イ ングラン ド
の最 も貧 しい地域 とそれ以外の地域 との格差 を埋めることを目的としている。例 えば,多 民族
社会であるイギリスでは少数民族の貧困が深刻である。前述 したようにネイバーフッド・リニ
ューアルではイングラン ド内で88の最貧困地域 を認定 しているが,政府のデータによれば少
数民族の70%がこの最貧困地域 に住んでいる。 こうした貧 しい地域 とそれ以外の地域の格差
を埋める政策のツールがLSPなのである。
ネイバーフッド・リニューアルの戦略が重要 なのは,貿 易産業省の報告書 も述べているよう
に,政 府が公的機関だけではな く,民間企業セクターやボランタリー ・コミュニティセクター
の参加 を改めて強調 している点である。政府は社会的に排除されやすい人々を社会に再び統合
する 「社会的包摂」(socialinclusion)政策 を進めているが,ボ ランタリー組織はこの 「社会
的包摂」の促進に不可欠の存在 とみなされている。
以上のように,政 府のボランタリー組織 に対する認知の変化には,社 会的排除解決のために
パー トナーシップで臨 もうとするブレア労働党政権の戦略があるのである。
4.新 しい地 域 ガバ ナ ン スの 担 い手 と しての ボ ラ ンタ リー組 織
(1)新しい地域ガバナンスの担い手としてのボランタリー組織
ヤ ング(Young2000)は非営利組織 と政府 との関係性を,① 補完的(supplementary)モデ
ル,② 相補的(complementary)モデル,③ 対抗的(adversary)モデルの3つ のタイプに類型
化 している。まず補完的モデルにおいては,非 営利組織は政府によって満たされない公共財需
要 を充足する存在 としてみなされる。ワイズブロッドらの議論がこのモデルに対応する。次に
相補的モデルでは,非 営利組織 は政府からの資金助成 を受けて公共財供給の遂行 を助ける政府
のパー トナーとしてみなされる。「第三者政府論」のサ ラモ ン(Salamon1995)がその代表的
論客である。最後に対抗的モデルでは,非 営利組織が政府に公共政策の変更や一般市民ヘ アカ
ウンタビリティをせ まる一方で,政 府は非営利組織の行動に対する影響力をそのサービスに対
する規制を通 じて,あ るいはそのア ドボカシー的な計画にこたえることを通 じて行使 しようと
する。
この ことと関連 して,ヤ ングは1980年代 と90年代のイギリスのボランタリー組織 と政府と
のパー トナーシップや契約関係 を相補的モデルに分類 している。現労働党政権のパー トナーシ
ップも同様の相補的モデルに分類で きよう。 しか しなが ら,前保守党政権時代のパー トナーシ
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ップ ・モデル と異 なるのは,コ ンパク トやLSPなどにみられるように,ボ ランタリー組織が公
共政策遂行の単なる 「代理人」 としてではな く,政策形成過程にも関与 し,影響力を行使 しう
る存在 と位置付けられている点である。すなわち,ヤ ングのいう対抗的モデルも明確に内包 し
た相補的モデルということがで きよう。
このことは,現 労働党政権がボランタリーセクターを含む多元的な主体 による地域ガバナ ン
ス(localgovernance)という政治手法を重視 していることと関連 している。すなわち,イ ギ
リスにおいて 「地方政府(localgovernment)から地域ガバナ ンス(localgovemance)へ」 と
いう地方 自治改革が進展 しているように,地 域社会のガバナンスの形態も,地方政府 という公
的機関が地域社会の統治の主役 を演 じる時代から,多様 な公的機関や民間組織が地方政府 と連
携 して統治を行 う 「共治」(co-govemance)の時代 に変化 しつつある。公共サービスの提供 も
地方政府が独占するのではな く,多様 な官民組織が分担する時代 となっている。 この ように





ーズ(Rhodes,1997)によれば,こ のガバナンス という用語はガバメン トより広義の概念で






って構成される自己組織的なネ ットワークは政府か ら相対的に自立 してお り,政府 に対 して責
任 を負 わない。政府は,そ うしたネッ トワークにおいて主導的な地位を占めるのではなく,ネ
ットワークを間接的に促進する役割 を担うのである。このようなガバナンスの形態においては,
国家 と市民社会 との境界はますますあいまいとなる。非営利組織はこの多元的な政策形成ネ ッ
トワークのなかで主要な行為者 として位置付けられつつあるのであ り,政府の公共サービス提
供の単なる 「代理人」 という役割 を超えるものが期待 されているのである。
社会的排除対策に取 り組む現労働党政権のもとで,社 会的資本(socialcapital)や社会的ネ
ットワークに対する関心が高 まっているが(宮 川 ・大守編2004),ネッ トワーク型の地域ガ
バナ ンスの基礎 となるものがこの社会的資本である。ボランタリー組織 には,こ の社会的資本
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の創造者 としての役割がますます期待 されているといえよう。
(2)制度化 されたパー トナーシップから戦略的パー トナーシップへ
本稿では,イ ギリスの現労働党政権のパー トナーシップ政策がボランタリー ・セクターとの
よ り対等なパー トナーシップを志向 している点 を強調 してきた。
しか しながら,コ ンパク トのようなルールを設定するだけで,両 者の対等性が現実に保証 さ
れるわけではない。政府主導でパー トナーシップの枠組みが形成 され,促 進されてい くことに
なれば,い かにそれが対等性を内容 とするものとはいえ,公 的枠組みのなかで,ま すます制度
化 されてい くことになる。西村(西 村2004)が論 じているように,現労働党政権のパー トナ
ーシップ政策はむ しろ強制的あるいは トップダウン ・アプローチであるという批判 もイギリス
国内でなされているのである。
確かに,パ ー トナーシップ政策 を促進するために用意 された様々な政府ファン ドにボランタ
リー組織がアクセスすればするほど,そ の行為がいかに自発的なものであれ,政 府によって形
成される制度的環境 にますます適応 し,組み込 まれてい く可能性がある。こうしたプロセスを
通 じて,デ ィマ ジオやパ ウエルら新制度派組織論研 究者が指摘す るように,制 度的同型性
(institutionalisomorphism)の圧力がボランタリー組織に働 くことも考えられる。すなわち,
ボランタリー組織の資源依存性からすれば,主 要な資源提供者である政府によって形成 される
制度的枠組みはその組織にとってきわめて大 きな圧力 となる。そ うした制度的圧力はしば しば
その組織構造や行動 を 「上位組織」である政府に適応 させてい くことで,個 々の組織をますま
す類似(同 型化)さ せていくという現象が生 じうる。
したがって,ボ ランタリー組織 とNPOの対等性 を考える場合,ボ ランタリー組織の側が,
いかに現実の組織間関係や資源依存関係 を変化 させ うる能力をもっているか という視点が重要
となる。単 にルールを設定するだけで資源依存関係を変化させるのは困難であり,た とえばボ
ランタリー組織自身が資金源の多角化戦略をとることで政府からの財政的自立性 を高める,あ
るいは政府主導ではな くボ トムアップでパー トナーシップを形成 してい くといった戦略的視点
が必要となろう。
ボランタリー組織がその自立性 を保持 してい くためには,制 度化されたパー トナーシップの
枠内で対等性 を追求するだけでは十分ではない。地域ガバナ ンスの真の担い手 として発展 して




240 経 営 論 集





参 考 文 献
西 村 万 里 子(2004)「NPO/政 府 の パ ー トナ ー シ ッ プ と ニ ュ ー パ ブ リ ッ ク マ ネ ジ メ ン ト型 改 革 」 塚 本 一 郎 ・古
川 俊 一 ・雨 宮 孝 子 編 著 『NPOと 新 し い 社 会 デ ザ イ ン』 同 文 舘 出 版 。
宮 川 公 男 ・大 守 隆 編(2004)『 ソ ー シ ャ ル ・キ ャ ピ タ ル:現 代 経 済 社 会 の ガ バ ナ ン ス の 基 礎 』 東 洋 経 済 新 報 社 。
山 岸 俊 夫(1998)『 信 頼 の 構 造 』 東 京 大 学 出 版 。
DepartmentoftheEnvironment,TransportandtheRegions(1998)ModernLocalGovernment.動Touchwiththe
People.u)ndon:TheStationeryOffice.





RegenerationonMerseyside-FromMistrusttoTrust:"翫仰 ω π月 α朋 ∫㎎S伽4ゴ θ∫,Vo1,9No.2,2001.
















Salanlon,LM.(1995)地廟 θ鴬 勉 餌 δ〃`s例f66.Ba1Umore:JohnsHopkinsUniversityPres:.
Salamon,L.M.,Anheier,H.K,List,R,Toepler,S.,Sokolowski,S.W.andassociates(1999)GlobalCivilSociety:
Dθ〃3θηsゴoηsげ伽N伽 ψπ海Sθo如 飢Baltimore:JohnsHopkinsUniversityPress.
SocialExclusionUnit(1997)Socゴα'Eτ伽 ε∫oπ翫fたP物 ψosθ,WorkPrioritiesandWorkingMethods.Londor:HMSO.
(1998)BringingBritainコ「㎏8〃昭κanationalstrategyforneighborhoodrenewalLondon:theStationaryOffice
(2001)ANew(わ〃2〃2髭〃昭π"o地 ゆoz〃カood1～6ηθωα乙London:CabinetOffice,
Young,D.R(2000)"AlternativeModelsofGovernment-NonprofitSectorRelations:TheoreticalandInternational
Perspectives."NonprofitandVoluntarySector(1παπ例y,v 1.29,no.1,March.
